
「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

 

修正事項：災害対策基本法の改定に伴う、避難情報の名称の変更 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

１ 第１章 総則 

第１節 計画の目的 

 （省略） 

なお、突発的な噴火の際は、避難準備・高齢者等避難開始から避難指示
などの段階的な避難情報を発令することができず、また発令後の十分な避
難時間を確保できない可能性が高い。このような場合、火口近傍の登山者・
観光客等は、直ちに火口近傍から離れたり、身近にある堅牢な施設等に緊
急退避し、自らの安全を第一に確保することが必要である。 

 

 

第１章 総則 

第１節 計画の目的 

 （省略） 

なお、突発的な噴火の際は、高齢者等避難から避難指示などの段階的な
避難情報を発令することができず、また発令後の十分な避難時間を確保で
きない可能性が高い。このような場合、火口近傍の登山者・観光客等は、
直ちに火口近傍から離れたり、身近にある堅牢な施設等に緊急退避し、自
らの安全を第一に確保することが必要である。 

 

 

資料 4－2 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

修正事項：噴火警戒レベルのキーワード変更に伴う文言の修正 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

２ 第１章 総則 

第４節 県及び関係市の防災体制 

 

表 1 噴火警戒レベルに対応した防災体制 

 

噴火警戒レベル
（キーワード）

島原市体制 雲仙市体制 南島原市体制 長崎県体制

レベル５
（避難）

・レベル５が発表され、居住地
域に重大な被害を及ぼす噴火
が切迫している状態と予測され
る場合、島原市災害対策本部
（第3配備）

・レベル５が発表され、居住地
域に重大な被害を及ぼす噴火
が切迫している状態と予測され
る場合、南島原市災害対策本
部（第2配備）

・長崎県災害対策本部（第2配
備）

・レベル５発表時で、本部長が
必要と認めるとき、長崎県災害
対策本部（第3配備）

レベル４
（避難準備）

・レベル４が発表され、居住地
域に重大な被害を及ぼす噴火
が発生する可能性が高まってき
ていると予測される場合、島原
市災害対策本部（第1配備、第2
配備）

・レベル４が発表され、居住地
域に重大な被害を及ぼす噴火
が発生する可能性が高まってき
ていると予測される場合、南島
原市災害対策本部（第1配備）

・長崎県災害対策本部（第1配
備）

・レベル４発表時で、本部長が
必要と認めるとき、長崎県災害
対策本部（第2配備）

レベル３
（入山規制）

・レベル３が発表され、居住地
域の近くまで重大な影響を及ぼ
す噴火が発生すると予測される
場合、島原市災害警戒本部拡
大体制（第1配備）

・レベル３が発表され、居住地
域の近傍まで重大な影響を及
ぼす噴火が発生すると予測され
る場合、南島原市災害警戒本
部

・長崎県災害警戒本部

・レベル３発表時で、本部長が
必要と認めるとき、長崎県災害
対策本部（第1配備）

レベル２
（火口周辺規制）

・レベル２が発表され、火口周
辺に影響を及ぼす噴火が発生
すると予測される場合、島原市
災害警戒本部（応急対策班第1
配備の一部）

・レベル２が発表され、火口周
辺に影響を及ぼす噴火が発生
すると予測される場合、情報連
絡体制

・レベル２発表時で、本部長が
必要と認めるとき、長崎県災害
警戒本部

レベル１
（活火山であることに
留意）

・レベル１が発表され、火山活
動の状態によって、火口内で火
山灰の噴出等が見られる場合、
島原市警戒態勢（市民安全課）

・レベル１が発表され、火山活
動の状態によって、火口内で火
山灰の噴出等が見られる場合、
通常体制（火山情報等の収集）

・通常体制

・本部長が認めるときに雲仙市
災害対策本部（第3号配備）、
（第2号配備）、（第1号配備）、特
別配備。

・各種警戒警報が発表されたと
き及びそれに相当する事象が
生じた場合に事前配備態勢。

 

第１章 総則 

第４節 県及び関係市の防災体制 

 

表 1 噴火警戒レベルに対応した防災体制 

 

噴火警戒レベル 

（キーワード） 
島原市体制 雲仙市体制 南島原市体制 長崎県体制 

レベル５ 

（避難） 

・レベル５が発表され、居住

地域に重大な被害を及ぼす

噴火が切迫している状態と

予想される場合、島原市災

害対策本部（第 3 配備） 

・本部長が認めるときに雲

仙市災害対策本部（第 3 号

配備）、（第 2 号配備）、（第

1 号配備）、特別配備。 

 

・各種警戒警報が発表され

たとき及びそれに相当する

事象が生じた場合に事前配

備態勢。 

・レベル 5 が発表され、居

住地域に重大な被害を及ぼ

す噴火が切迫している状態

と予想される場合、南島原

市災害対策本部(第 2 配備) 

・長崎県災害対策本部（第 2

配備） 

 

・レベル 5 発表時で、本部

長が必要と認めるとき、長

崎県災害対策本部(第 3 配

備) 

レベル４ 

（高齢者等避難） 

・レベル４が発表され、居住

地域に重大な被害を及ぼす

噴火が発生する可能性が高

まってきていると予想され

る場合、島原市災害対策本

部（第 1 配備、第 2 配備） 

・レベル 4 が発表され、居

住地域に重大な被害を及ぼ

す噴火が発表する可能性が

高まってきていると予想さ

れる場合、南島原市災害対

策本部（第 1 配備） 

・長崎県災害対策本部（第 1

配備） 

 

・レベル 4 発表時で、本部

長が必要と認めるとき、長

崎県災害対策本部（第 2 配

備） 

レベル３ 

（入山規制） 

・レベル 3 が発表され、居

住地域の近くまで重大な影

響を及ぼす噴火が発生する

と予想される場合、島原市

災害警戒本部拡大 F 体制

（第 1 配備） 

・レベル３が発表され、居住

地域の近傍まで重大な影響

を及ぼす噴火が発生すると

予測される場合、南島原市

災害警戒本部 

・長崎県警戒本部 

 

・レベル 3 発表時で本部長

が必要と認めるとき、長崎

県災害対策本部（第 1 配備） 

レベル２ 

（火口周辺規制） 

・レベル２が発表され、火口

周辺に影響を及ぼす噴火が

発表すると予測される場

合、島原市災害警戒本部（応

急対策班第 1 配備の一部） 

・レベル 2 が発表され、火

口周辺に影響を及ぼす噴火

が発生すると予想される場

合、情報連絡体制 

・レベル 2 発表時で、本部

長が必要と認めるとき、長

崎県災害警戒本部 

レベル１ 

（活火山であるこ

とに留意） 

・レベル 1 が発表され、火

山活動の状態によって、火

口内で火山灰の噴出等が見

られる場合、島原市警戒態

勢（市民安全課） 

・レベル 1 が発表され、火

山活動の状態によって、火

口内で火山灰の噴出等が見

られる場合、通常体制（火山

情報等の収集） 

・通常体制 

  

 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

修正事項：雲仙岳火山防災協議会及び幹事会の構成員の修正 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

３ 第１章 総則 

第５節 雲仙岳火山防災協議会構成員の役割 

雲仙岳火山防災協議会及び幹事会の構成員は表 2 のとおりである。 

雲仙岳火山防災協議会の各構成機関（島原市、雲仙市及び南島原市並びに県

を除く）の長は、気象庁から発表された情報に基づき、防災業務計画等をは

じめ、それぞれの計画に定める体制をとるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 

第５節 雲仙岳火山防災協議会構成員の役割 

雲仙岳火山防災協議会及び幹事会の構成員は表 2‐1、表 2‐2 のとおりであ

る。 

雲仙岳火山防災協議会の各構成機関（島原市、雲仙市及び南島原市並びに県

を除く）の長は、気象庁から発表された情報に基づき、防災業務計画等をは

じめ、それぞれの計画に定める体制をとるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

表 2 雲仙岳火山防災協議会・幹事会の構成 

 

 

 

 表 2‐1 雲仙岳火山防災協議会の構成 

区分(法第４条第２項中該当する号) 所  属  職 名（氏 名） 

都道府県（第１号） 長崎県 知事 

市町村（第１号） 

島原市 市長 

雲仙市 市長 

南島原市 市長 

地方気象台等 

（第２号） 

気象庁福岡管区気象台 気象防災部長 

気象庁長崎地方気象台 台長 

地方整備局（第３号） 国土交通省九州地方整備局 局長 

陸上自衛隊（第４号） 陸上自衛隊第１６普通科連隊 連隊長 

警察（第５号） 長崎県警察本部 本部長 

消防（第６号） 
島原地域広域市町村圏組合消防本部 消防長 

県央地域広域市町村圏組合消防本部 消防長 

 

火山専門家 

（第７号） 

清水  洋 （九州大学名誉教授） 

松島 健 （九州大学准教授） 

下川 悦郎 （鹿児島大学名誉教授） 

高橋 和雄 （長崎大学名誉教授） 

蒋  宇静 （長崎大学教授） 

山田  孝 （北海道大学教授） 

木村 拓郎 （一般社団法人 減災・復興支援機構 理事長） 

中谷 洋明（国土技術政策総合研究所 土砂災害研究部土砂災害研究室長） 

その他 

（第８号） 

環境省雲仙自然保護官事務所 上席自然保護官 

林野庁九州森林管理局長崎森林管理署 署長 

国土交通省九州地方整備局長崎河川国道事務所 事務所長 

国土交通省九州地方整備局長崎港湾･空港整備事務所 事務所長 

国土地理院九州地方測量部 部長 

海上保安庁長崎海上保安部 海上保安部長 

海上保安庁三池海上保安部 海上保安部長 

一般社団法人島原半島観光連盟 会長 

雲仙ロープウェイ株式会社 代表取締役社長 

島原鉄道株式会社 代表取締役社長 

株式会社ドコモＣＳ九州長崎支店 支店長 

株式会社ＫＤＤＩ九州総支社 九州総支社長 

ソフトバンク株式会社九州ネットワーク技術部 部長 

長崎県 危機管理監 

  

 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

表 2‐2 雲仙岳火山防災協議会幹事会の構成 

区 分 所  属 職 名（氏 名） 

火山専門家 

清水  洋 （九州大学名誉教授） 

松島 健 （九州大学准教授） 

下川 悦郎 （鹿児島大学名誉教授） 

高橋 和雄 （長崎大学名誉教授） 

蒋  宇静 （長崎大学教授） 

山田  孝 （北海道大学教授） 

木村 拓郎 （一般社団法人 減災・復興支援機構 理事長） 

中谷 洋明（国土技術政策総合研究所 土砂災害研究部土砂災害研究室長） 

国 

気象庁福岡管区気象台  火山防災情報調整官 

気象庁長崎地方気象台  防災管理官 

国土交通省九州地方整備局 火山防災対策分析官 

国土交通省九州地方整備局長崎河川国道事務所 

技術副所長 

総括保全対策官 

国土交通省九州地方整備局長崎港湾･空港整備事務所 副所長 

林野庁九州森林管理局長崎森林管理署治山グループ 総括治山技術官 

環境省雲仙自然保護官事務所 上席自然保護官 

県 

長崎県危機管理監危機管理課 課長 

長崎県県民生活環境部自然環境課 課長 

長崎県農林部森林整備室 室長 

長崎県土木部砂防課 課長 

長崎県島原振興局管理部 総務課長 

市 

島原市市民部市民安全課 課長 

雲仙市市民生活部危機管理課 課長 

雲仙市建設部監理課 課長 

南島原市総務部防災課 課長 

陸上自衛隊 陸上自衛隊第１６普通科連隊 第 16普通科連隊長 

警察 

長崎県警察本部警備部警備課 課長 

九州管区警察局長崎県情報通信部機動通信課 課長 

長崎県島原警察署 警備課長 

長崎県雲仙警察署 警備係長 

長崎県南島原警察署 警備係長 

消防 
島原地域広域市町村圏組合消防本部警防課 警防課長 

県央地域広域市町村圏組合消防本部警防救急課 警防救急課長 

海上保安部 
海上保安庁長崎海上保安部警備救難課 警備救難課長 

海上保安庁三池海上保安部警備救難課 警備救難課長 

  

 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

修正事項：雲仙岳に関する噴火予報・警報等の伝達系統の修正 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

４ 第１章 総則 

第６節 情報の収集・伝達 

 

 

図 2 雲仙岳に関する噴火予報・警報の伝達系統 

第１章 総則 

第６節 情報の収集・伝達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第８条第１号及び第９条の規定に基づく法定伝達先 

（注）二重線の経路は、気象業務法第 15 条の２によって、特別警報の通知もしくは周知の措置が義務づけられている

伝達経路 

（注）太線及び二重線の経路は、火山現象警報、火山現象特別警報、火山の状況に関する解説情報（臨時の発表である

ことを明記したものに限る。）及び噴火速報が発表された際に、活動火山対策特別措置法第 12 条によって、通報

又は要請等が義務付けられている伝達経路 

 ※ 緊急速報メールは、噴火に関する特別警報が対象市町に初めて発表されたときに、携帯電話事業者を通じて関係

するエリアに配信される 

福岡管区気象台 

警察庁 

消防庁 

長崎県警察本部 各警察署 

住民・登山者 

NTT 東日本又は 

NTT 西日本 

関係各市 

長崎県 

(危機管理課) 

長崎河川国道 

事務所 

長崎海上保安部 

各報道機関 

携帯電話事業者 

NHK 

船舶 

長崎地方気象台 

 

図 2 雲仙岳に関する噴火予報・警報等の伝達系統 

 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

修正事項： 気象庁施策の標準的な記載例の改定のため 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

１０ 第２章 火山噴火対策編 

第１部 基本事項 

第４節 噴火警報等及び噴火警戒レベル 

（１） 気象庁が発表する噴火警報や火山活動解説資料 

 （ア）～（ウ） 省略 

 （エ）、（オ） 追記 

第２章 火山噴火対策編 

第１部 基本事項 

第４節 噴火警報等、噴火警戒レベル及び火山の状況に関する解説情報等 

（１）気象庁が発表する噴火警報や火山活動解説資料 

 （ア）～（ウ） 省略 

 （エ）噴火速報 

福岡管区気象台が、登山者や周辺の住民に対して、火山が噴火したこ

とを端的にいち早く伝え、身を守る行動を取っていただくために発表す

る。 

噴火速報は以下のような場合に発表する。 

・噴火警報が発表されていない常時観測火山において、噴火が発生した

場合 

・噴火警報が発表されている常時観測火山において、噴火警戒レベルの

引き上げや警戒が必要な範囲の拡大を検討する規模の噴火が発生した

場合（※） 

・このほか、社会的な影響が大きく、噴火の発生を速やかに伝える必要

があると判断した場合 

※噴火の規模が確認できない場合は発表する。 

なお、噴火の発生を確認するにあたっては、気象庁が監視に活用して

いるデータだけでなく、関係機関からの通報等も活用する。 

（オ）火山の状況に関する解説情報 
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ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

福岡管区気象台が、現時点で、噴火警戒レベルの引き上げ基準に達

していない、または、噴火警報を発表し「警戒が必要な範囲」の拡大

を行うような状況ではないが、今後の活動の推移によっては噴火警報

を発表し、噴火警戒レベルの引上げや、「警戒が必要な範囲」の拡大

を行う可能性があると判断した場合等に、火山活動の状況や防災上警

戒・注意すべき事項を伝えるため、「火山の状況に関する解説情報（臨

時）」を発表する。 

また、現時点では、噴火警戒レベルを引き上げる可能性は低い、ま

たは、噴火警報を発表し「警戒が必要な範囲」の拡大を行う可能性は

低いが、火山活動に変化がみられるなど、火山活動の状況を伝える必

要があると判断した場合に、「火山の状況に関する解説情報」を適時

発表する。 

 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

修正事項： 噴火警戒レベルのキーワード変更に伴う文言の修正、気象庁施策の標準的な記載例の改定のため 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

１１ 第２章 火山噴火対策編 

第１部 基本事項 

第４節 噴火警報等及び噴火警戒レベル 

表 4 噴火警戒レベルごとの火山活動の状況、対応、現象等 

 

第２章 火山噴火対策編 

第１部 基本事項 

第４節 噴火警報等、噴火警戒レベル及び火山の状況に関する解説情報等 

表 4 噴火警戒レベルごとの火山活動の状況、対応、現象等 

 

種
別 

名
称 

対
象
範
囲 

レ
ベ
ル 

(

キ
ー
ワ
ー
ド)

 

火山活動の状況 
住民等の行動及
び登山者・入山者
等への対応 

自治体等の
対応 

想定される現象等 

特 

別 

警 

報 

噴
火
警
報
（
居
住
地
域
）
又
は
噴
火
警
報 

居
住
地
域
及
び
そ
れ
よ
り
火
口
側 

５
（
避
難
） 

居住地域に重大

な被害を及ぼす

噴火が発生、あ

るいは切迫して

いる状態にあ

る。 

（住民等） 

危険な居住地域

からの避難等。 

危険な居住
地域に避難
指示等を発
令 

●大きな噴石や火砕流、溶岩流が居住地域に到達す

るような噴火の発生が切迫している。 

【1792年噴火の事例】 

溶岩流（新焼溶岩）が火口から約2.7kmまで流下 

【1990年～1996年噴火の事例】 

1991年５月26日：火砕流が火口から約2.5kmまで流下 

●噴火が発生し、大きな噴石や火砕流、溶岩流が居

住地域に到達。 

【1990年～1996年噴火の事例】 

1991年６月３日：火砕流が火口から約4.3kmまで流下 

1993年７月19日：火砕流が火口から約5.6kmまで流下 

４
（
高
齢
者
等
避
難
） 

居住地域に重大
な被害を及ぼす
噴火が発生する
と予想される（可
能性が高まって
いる）。 

（住民等） 
警戒が必要な居
住地域での高齢
者等の要配慮者
の避難、住民の避
難の準備等。 

警戒が必要
な居住地域
に高齢者等
避難を発令 

●大きな噴石や火砕流、溶岩流が居住地域に到達

するような噴火の発生が予想される。 

【1990年～1996年噴火の事例】 

1991年５月24日：火砕流の発生 

警 

報 

噴
火
警
報
（
火
口
周
辺
）
又
は
火
口
周
辺
警
報 

火
口
か
ら
居
住
地
域
近
く
ま
で 

３
（
入
山
規
制
） 

居住地域の近く

まで重大な影響

を及ぼす（この

範囲に入った 

場合には生命に

危険が及ぶ）噴

火が発生、ある

いは発生すると

予想される。 

（登山者等） 

登山禁止・入山

規制等、危険な

地域への立入規

制等。 

 

（住民等） 

住民は通常の生

活。状況に応じ

て高齢者等の要

配慮者の避難の

準備等。 

登山禁止・入
山規制等、危
険な地域へ
の立入規制
等 

●想定火口域の縁から概ね１km以内に大きな噴石

の飛散や火砕流、溶岩流の流下が予想される。 

【1990年～1996年噴火の事例】 

1991年５月12日頃：山体浅部を震源とする火山性地 

         震の多発 

1991年５月12日：火山性微動の急増 

1991年５月13日：山体浅部の膨張を示す明瞭な地殻 

        変動 

●噴火が発生し、想定火口域の縁から概ね１km以

内に大きな噴石の飛散や火砕流、溶岩流の流下。 

【1663年噴火の事例】 

溶岩流（古焼溶岩）が火口から約１kmまで流下 

火
口
周
辺 

２
（
火
口
周
辺
規
制
） 

火口周辺に影響

を及ぼす（この

範囲に入った場

合には生命に危

険が及ぶ）噴火

が発生、あるい

は発生すると予

想される。 

（登山者等） 

火口周辺への立

入規制等。 

 

（住民等） 

住民は通常の生

活。 

火口周辺へ
の立入規制
等 

●想定火口域の縁から概ね500ｍ以内に大きな噴石

の飛散や火砕流、溶岩流の流下が予想される。 

【1990年～1996年噴火の事例】 

1990年10月23日、10月31日：火山性地震の増加 

1990年10月：火山性微動の増大 

 

●噴火が発生し、想定火口域の縁から概ね500ｍ以

内に大きな噴石の飛散や火砕流、溶岩流の流下。 

【1990年～1996年噴火の事例】 

1990年11月17日：噴火の発生 

予 

報 

噴
火
予
報 

火
口
内
等 

１
（
活
火
山
で
あ
る
こ
と

に
留
意
） 

火山活動は静

穏。火山活動の

状態によって、

火口内で火山灰

の噴出等が見ら

れる（この範囲

に入った場合に

は生命に危険が

及ぶ）。 

（登山者等） 

状況に応じて火

口内への立入規

制。 

状況に応じ
て火口内へ
の立入規制。 

●火山活動は静穏。状況により想定火口域の範囲

内に影響する程度の噴出の可能性あり。 

 

注１）ここでいう「大きな噴石」とは、主として風の影響を受けずに弾道を描いて飛散する大きさのものとする。 

注２）各レベルにおける警戒が必要な範囲は、想定火口域の縁からの距離としている。火口の位置が限定された場合に

は、その火口縁を起点とした警戒が必要な範囲を設定する。 

注３）想定火口域の範囲外で噴火が発生した場合は、噴火した場所や大きな噴石等の影響範囲を記述した噴火警報を発

表する。  



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

修正事項： 気象庁施策の標準的な記載例の改定のため 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

１２ 第２章 火山噴火対策編 

第１部 基本事項 

第４節 噴火警報等及び噴火警戒レベル 
（４）火山現象に関する情報等 

噴火警報・予報、降灰予報及び火山ガス予報以外に、火山活動の状
況等を周知するための情報等。 
（ア）火山の状況に関する解説情報 

火山性地震や微動の回数、噴火等の状況や警戒事項を取りまとめ
たもので、定期的または必要に応じて臨時に発表する。 

（イ）火山活動解説資料 
地図や図表等を用いて火山活動の状況や警戒事項を詳細に取りま

とめたもので、毎月又は必要に応じて臨時に発表する。 
（ウ）月間火山概況 

前月一ヶ月間の火山活動の状況や警戒事項を取りまとめたもの
で、毎月上旬に発表する。 

（エ）噴火に関する火山観測報 
噴火が発生したときに、発生時刻や噴煙高度等の情報を直ちに発

表する。 
（オ）噴火速報 

噴火の発生事実を迅速に発表する情報。登山者や周辺の住民に、
火山が噴火したことを端的にいち早く伝え、身を守る行動を取って
もらうために発表する。 
噴火速報は以下のような場合に発表する。 
・噴火警報が発表されていない常時観測火山において、噴火が発

生した場合 
・噴火警報が発表されている常時観測火山において、噴火警戒レ
ベルの引き上げや警戒が必要な範囲の拡大を検討する規模の噴火
が発生した場合（※） 
・このほか、社会的に影響が大きく、噴火の発生を速やかに伝え
る必要があると判断した場合。 
 ※噴火の規模が確認できない場合は発表する。 
なお、噴火の発生を確認するにあたっては、気象庁が監視に活用
しているデータだけでなく、関係機関からの通報等も活用する。 

第２章 火山噴火対策編 

第１部 基本事項 

第４節 噴火警報等、噴火警戒レベル及び火山の状況に関する解説情報等 
（４）火山現象に関する情報等 

噴火警報・予報、降灰予報及び火山ガス予報以外に、火山活動の状
況等を周知するための情報等。 
（ア）火山活動解説資料 

写真や図表等を用いて、火山活動の状況や防災上警戒・注意すべ
き事項等について解説するため、臨時及び定期的に発表する。 

（イ）月間火山概況 
前月一ヶ月間の火山活動の状況や警戒事項を取りまとめたもの

で、毎月上旬に発表する。 
（ウ）噴火に関する火山観測報 

噴火が発生したことや、噴火に関する情報（噴火の発生時刻・噴
煙高度・噴煙の流れる方向・噴火に伴って観測された火山現象等）
を噴火後直ちにお知らせするために発表する。 

 

※（ア）と（オ）を削除 
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修正事項：組織改変に伴う組織名の修正及び観測点配置図の修正 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

１４ 第２章 火山噴火対策編 

第１部 基本事項 

第６節 火山の観測体制 

気象庁、九州大学及び防災科学研究所並びに国土交通省九州地方整備局雲仙

復興事務所が島原半島に設置している観測点の配置図を図 4 に示す。 

 

図 4 雲仙岳 観測点配置図 

第２章 火山噴火対策編 

第１部 基本事項 

第６節 火山の観測体制 

気象庁、九州大学及び防災科学研究所並びに国土交通省九州地方整備局雲

仙砂防管理センターが島原半島に設置している観測点の配置図を図 4 に

示す。 

 

図 4 雲仙岳 観測点配置図 
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修正事項：災害対策基本法の改定に伴う、避難情報の名称の変更 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

１５ 第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第１節 避難の基本的な方針 

（省略） 

島原市、雲仙市及び南島原市は、雲仙岳火山防災協議会の協議を経て、火山

防災対策を検討するための雲仙岳の噴火シナリオ及び雲仙岳の噴火警戒レベ

ルをもとにした防災対応（入山規制、避難勧告・避難指示等）を定めておく

ものとする。 

第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第１節 避難の基本的な方針 

（省略） 

島原市、雲仙市及び南島原市は、雲仙岳火山防災協議会の協議を経て、火山

防災対策を検討するための雲仙岳の噴火シナリオ及び雲仙岳の噴火警戒レベ

ルをもとにした防災対応（入山規制、避難指示等）を定めておくものとする。 
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修正事項：災害対策基本法の改定に伴う、避難情報の名称の変更 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

１９ 第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第３節 噴火警戒レベルが引き上げられた場合（噴火警戒レベル２又は３） 

第 1 項 （省略） 

第２項 避難対象者と避難対象地域 

噴火警戒レベル２の場合、想定火口域の縁から概ね 0.5km 以内及び規制箇所

より山頂側の登山道を避難対象地域とし、これらの地域に存在する登山者等

を避難対象者とする。 

噴火警戒レベル３の場合、想定火口域の縁から概ね１km 及び規制箇所より山

頂側の登山道及び道路並びに施設等を避難対象地域とし、これらの地域に存

在する登山者等を避難対象者とする。 

島原市、雲仙市及び南島原市は、避難対象者に対して規制範囲外への避難を

呼びかけ、避難誘導を行う。必要に応じて避難勧告等を発令することとする。 

第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第３節 噴火警戒レベルが引き上げられた場合（噴火警戒レベル２又は３） 

第 1 項 （省略） 

第２項 避難対象者と避難対象地域 

噴火警戒レベル２の場合、想定火口域の縁から概ね 0.5km 以内及び規制箇所

より山頂側の登山道を避難対象地域とし、これらの地域に存在する登山者等

を避難対象者とする。 

噴火警戒レベル３の場合、想定火口域の縁から概ね１km 及び規制箇所より山

頂側の登山道及び道路並びに施設等を避難対象地域とし、これらの地域に存

在する登山者等を避難対象者とする。 

島原市、雲仙市及び南島原市は、避難対象者に対して規制範囲外への避難を

呼びかけ、避難誘導を行う。必要に応じて避難指示等を発令することとする。 

 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

修正事項：災害対策基本法の改定に伴う、避難情報の名称の変更 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

２０ 第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第３節 噴火警戒レベルが引き上げられた場合（噴火警戒レベル２又は３） 

 

第３項 噴火警戒レベルと防災対応の整理 

（１）省略 

（２）情報の収集・伝達 

気象庁及び長崎県は第１章第６節第１項に定める情報連絡体制により関係機

関に対して噴火警戒レベル等の必要な情報を伝達するものとする。 

また、雲仙市は避難促進施設や関係機関との情報共有を図るとともに、防災

行政無線やエリアメール、HP、ラジオ等の広報媒体を活用して、避難対象地

域に存在する登山者等に対して噴火警報の発表及び避難勧告等の発令等、状

況の理解に必要な情報を伝達する。 

長崎県及び各関係機関においても、HP 等の広報媒体や主要観光施設、ロープ

ウェイ駅及び登山道における看板等の設置により、噴火警報の発表及び避難

勧告等の発令等、状況の理解に必要な情報提供を行うよう努めるものとする。 

第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第３節 噴火警戒レベルが引き上げられた場合（噴火警戒レベル２又は３） 

 

第３項 噴火警戒レベルと防災対応の整理 

（１）省略 

（２）情報の収集・伝達 

気象庁及び長崎県は第１章第６節第１項に定める情報連絡体制により関係機

関に対して噴火警戒レベル等の必要な情報を伝達するものとする。 

また、雲仙市は避難促進施設や関係機関との情報共有を図るとともに、防災

行政無線やエリアメール、HP、ラジオ等の広報媒体を活用して、避難対象地

域に存在する登山者等に対して噴火警報の発表及び避難指示等の発令等、状

況の理解に必要な情報を伝達する。 

長崎県及び各関係機関においても、HP 等の広報媒体や主要観光施設、ロープ

ウェイ駅及び登山道における看板等の設置により、噴火警報の発表及び避難

指示等の発令等、状況の理解に必要な情報提供を行うよう努めるものとする。 

 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

修正事項：災害対策基本法の改定に伴う、避難情報の名称の変更 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

２１ 第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第４節 突発的な噴火が発生した場合（噴火警戒レベル１→２又は３） 

第 1 項（省略） 

第２項 避難対象地域と避難対象者 

噴火警戒レベル２の場合、想定火口域の縁から概ね 0.5km 以内及び規制箇所

より山頂側の登山道を避難対象地域とし、これらの地域に存在する登山者等

を避難対象者とする。 

噴火警戒レベル３の場合、想定火口域の縁から概ね１km 及び規制箇所より山

頂側の登山道及び道路並びに施設等を避難対象地域とし、これらの地域に存

在する登山者等を避難対象者とする。 

島原市、雲仙市及び南島原市は避難対象者に対して規制範囲外への避難を呼

びかけ、避難誘導を行う。必要に応じて避難勧告等を発令することとする。 

第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第４節 突発的な噴火が発生した場合（噴火警戒レベル１→２又は３） 

第 1 項（省略） 

第２項 避難対象地域と避難対象者 

噴火警戒レベル２の場合、想定火口域の縁から概ね 0.5km 以内及び規制箇所

より山頂側の登山道を避難対象地域とし、これらの地域に存在する登山者等

を避難対象者とする。 

噴火警戒レベル３の場合、想定火口域の縁から概ね１km 及び規制箇所より山

頂側の登山道及び道路並びに施設等を避難対象地域とし、これらの地域に存

在する登山者等を避難対象者とする。 

島原市、雲仙市及び南島原市は避難対象者に対して規制範囲外への避難を呼

びかけ、避難誘導を行う。必要に応じて避難指示等を発令することとする。 

 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

修正事項：島原市の避難促進施設の追加指定 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

２３ 第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第７節 避難促進施設 

第 1 項（省略） 

第２項 避難促進施設の指定（居住地域等） 

令和元年度雲仙岳火山防災協議会において表 7 の 11 施設を避難促進施設と

するよう協議し、島原市が令和 2 年度島原市地域防災計画において指定を行

った。 

 ①高野小学校 

 ②三会小学校長貫分校 

 ③恵祥保育園 

 ④三会保育園 

 ⑤グループホーム野の花 

 ⑥島原療護センター 

 ⑦松光学園 

 ⑧デイサービス楽楽 

 ⑨デイサービスセンターしまばら 

 ⑩平成新山ネイチャーセンター 

 ⑪島原市有明農林漁業体験実習施設（舞岳山荘） 

 

第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第７節 避難促進施設 

第 1 項（省略） 

第２項 避難促進施設の指定（居住地域等） 

令和元年度及び令和２年度の雲仙岳火山防災協議会において表 ８の 13 施設

を避難促進施設とするよう協議し、島原市が島原市地域防災計画において指

定を行った。 

①高野小学校 

 ②三会小学校長貫分校 

 ③第 5 小学校 

 ④恵祥保育園 

 ⑤三会保育園 

 ⑥中木場保育園 

 ⑦グループホーム野の花 

 ⑧島原療護センター 

 ⑨松光学園 

 ⑩デイサービス楽楽 

 ⑪デイサービスセンターしまばら 

 ⑫平成新山ネイチャーセンター 

 ⑬島原市有明農林漁業体験実習施設（舞岳山荘） 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

修正事項：島原市の避難促進施設の追加指定 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

２４ 第 3 項 避難確保計画作成の支援 

（省略） 

表 7 避難促進施設（火口近傍）の概要 

（省略） 

表 8 避難促進施設（居住地域等）の概要 

連

番 
区分 施設名 所在地 

対象となる火山

現象 

1 

学校 

高野小学校 
有 明 町 大 三 東 丁

2133-1 

火砕流（火砕サ

ージ含む） 

2 
三会小学校長貫分

校 
長貫町丙 1902 

火砕流（火砕サ

ージ含む） 

3 
保育

園 

恵祥保育園 
有 明 町 大 三 東 戊

2106-4 

火砕流（火砕サ

ージ含む） 

4 三会保育園 油堀町丙 652 
火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴石 

5 

福祉 

施設 

グループホーム野

の花 
江里町乙 2346-1 

火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴石 

6 島原療護センター 礫石原町 1201-91 

火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴

石・溶岩流 

7 松光学園 立野町 1900-19 
火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴

第 3 項 避難確保計画作成の支援 

（省略） 

表 7 避難促進施設（火口近傍）の概要 

（省略） 

表 8 避難促進施設（居住地域等）の概要 

連

番 
区分 施設名 所在地 

対象となる火山

現象 

1 

学校 

高野小学校 
有 明 町 大 三 東 丁

2133-1 

火砕流（火砕サ

ージ含む） 

2 
三会小学校長貫

分校 
長貫町丙 1902 

火砕流（火砕サ

ージ含む） 

３ 第５小学校 大下町丙 1049 
火砕流（火砕サ

ージ含む） 

４ 

保育

園 

恵祥保育園 
有 明 町 大 三 東 戊

2106-4 

火砕流（火砕サ

ージ含む） 

５ 三会保育園 油堀町丙 652 
火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴石 

６ 中木場保育園 大下町丙 1047 
火砕流（火砕サ

ージ含む） 

７ 
福祉 

施設 

グループホーム

野の花 

 

江里町乙 2346-1 
火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴石 
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ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

石・溶岩流 

8 デイサービス楽楽 門内町丙 622-1 
火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴石 

9 
デイサービスセン

ターしまばら 
江里町乙 2353-1 

火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴石 

10 
不特

定多

数が

利用

する

施設 

平成新山 

ネイチャーセンタ

ー 

南千本木町垂木台

地 

火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴石 

11 

島原市有明農林漁

業 

体験実習施設(舞

岳山荘) 

有 明 町 大 三 東

5580-2 

火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴

石・溶岩流 

 

８ 
島原療護センタ

ー 
礫石原町 1201-91 

火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴

石・溶岩流 

９ 松光学園 立野町 1900-19 

火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴

石・溶岩流 

10 
デイサービス楽

楽 
門内町丙 622-1 

火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴石 

11 
デイサービスセ

ンターしまばら 
江里町乙 2353-1 

火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴石 

12 
不特

定多

数が

利用

する

施設 

平成新山 

ネイチャーセン

ター 

南千本木町垂木台

地 

火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴石 

13 

島原市有明農林

漁業 

体験実習施設(舞

岳山荘) 

有 明 町 大 三 東

5580-2 

火砕流（火砕サ

ージ含む）・噴

石・溶岩流 
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修正事項：災害対策基本法の改定に伴う、避難情報の名称の変更 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

２５ 第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第８節 居住地域に影響を及ぼす噴火に至った場合（噴火警戒レベル４又は

５） 

第１項 避難対象地域と避難対象者 

居住地域に影響を及ぼす要因として「火砕流」や「溶岩流」が考えられるが、

より広域となる「火砕流（火砕サージ含む）」の影響範囲内に入る地区を避難

対象地域とする。（図８） 

避難対象となる地区の人口や避難先、避難ルート等について表８に取りまと

めているため、状況に応じて島原市、雲仙市及び南島原市は表を参考に誘導

を行う。 

また、必要に応じて避難勧告等を発令することとする。 

ただし、現在想定している火砕流等の影響範囲は過去の実績によるもので、

今後の噴火時に同じように流れるとは限らない。そのため、その時の状況に

応じて、避難誘導の検討を行うものとする。 

第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第８節 居住地域に影響を及ぼす噴火に至った場合（噴火警戒レベル４又は

５） 

第１項 避難対象地域と避難対象者 

居住地域に影響を及ぼす要因として「火砕流」や「溶岩流」が考えられるが、

より広域となる「火砕流（火砕サージ含む）」の影響範囲内に入る地区を避難

対象地域とする。（図８） 

避難対象となる地区の人口や避難先、避難ルート等について表８に取りまと

めているため、状況に応じて島原市、雲仙市及び南島原市は表を参考に誘導

を行う。 

また、必要に応じて避難指示等を発令することとする。 

ただし、現在想定している火砕流等の影響範囲は過去の実績によるもので、

今後の噴火時に同じように流れるとは限らない。そのため、その時の状況に

応じて、避難誘導の検討を行うものとする。 
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修正事項：南島原市の避難対象者の避難方向・避難先の修正 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

３２ 第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第８節 居住地域に影響を及ぼす噴火に至った場合（噴火警戒レベル４又は

５） 

表 9－３ 避難対象者の避難方向・避難先（南島原市） 

とりまとめ様式A（避難対象地区―避難方向）

避難対象地区

避難の

段階

（レベル）

対象

現象

世帯数

（世帯）

人口

（人）
避難支援消防団

避難

方向
避難所

Lv5

要支援者

Lv4

Lv5

要支援者

Lv4

Lv5

要支援者

Lv4

Lv5

要支援者

Lv4

A

＜避難所＞

深江池平避難所

＜避難所＞

深江池平避難所

＜避難所＞

深江勤労者会館

＜避難所＞

深江体育館

A
深江地区消防団

８分団

深江地区消防団

８分団

①

上大野木場

・噴火(溶岩流、

火砕流（火砕

サージ含む））

49 111

②

中大野木場

・噴火(溶岩流、

火砕流（火砕

サージ含む））

43 147

深江地区消防団

８分団
C

③

下大野木場

・噴火(火砕流

（火砕サージ含

む））

169 323

④

大野台

・噴火(火砕流

（火砕サージ含

む））

86 198

深江地区消防団

８分団
B

 

 

 

 

 

 

第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第８節 居住地域に影響を及ぼす噴火に至った場合（噴火警戒レベル４又は

５） 

表 9－３ 避難対象者の避難方向・避難先（南島原市） 

とりまとめ様式A（避難対象地区―避難方向）

避難対象地区

避難の

段階

（レベ

ル）

対象

現象

世帯数

（世帯）

人口

（人）
避難支援消防団

避難

方向
避難所

Lv5

要支援者

Lv4

Lv5

要支援者

Lv4

Lv5

要支援者

Lv4

Lv5

要支援者

Lv4

深江地区消防団

3分団
C

③

下大野木場

・噴火(火砕流

（火砕サージ

含む））

169 323

④

大野台

・噴火(火砕流

（火砕サージ

含む））

86 198

深江地区消防団

3分団
B

深江地区消防団

3分団

深江地区消防団

3分団

①

上大野木場

・噴火(溶岩

流、火砕流

（火砕サージ

含む））

49 111

②

中大野木場

・噴火(溶岩

流、火砕流

（火砕サージ

含む））

43 147 A

＜避難所＞

深江池平避難所

＜避難所＞

深江池平避難所

＜避難所＞

深江勤労者会館

＜避難所＞

深江体育館

A
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ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

とりまとめ様式B（避難者数―収容者数）

避難所名

差分

C-A

避難

手段

駐車可能

台数

（台）

①上大野木場 49 181 深江池平避難所 400

車 500

A ②中大野木場 43 147

計 92 計 328 計 400 72

③下大野木場 169 323 深江体育館 400

車 400

B

計 169 計 323 計 400 77

④大野台 86 198 深江勤労者会館 200

車 200

C

計 86 計 198 計 200 2

避難対象

地区
避難方向

避難所

収容力

（人）

C

人口

（人）

A

世帯数

（世帯）

 

 

とりまとめ様式B（避難者数―収容者数）

避難所名

差分

C-A

避難

手段

駐車可能

台数

（台）

①上大野木場 49 181 深江池平避難所 400

車 500

A ②中大野木場 43 147

計 92 計 328 計 400 72

③下大野木場 169 323 深江体育館 400

車 400

B

計 169 計 323 計 400 77

④大野台 86 198 深江勤労者会館 200

車 200

C

計 86 計 198 計 200 2

避難対象

地区
避難方向

避難所

収容力

（人）

C

人口

（人）

A

世帯数

（世帯）
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修正事項：災害対策基本法の改定に伴う、避難情報の名称の変更 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

３４ 第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第８節 居住地域に影響を及ぼす噴火に至った場合（噴火警戒レベル４又は

５） 

第２項 噴火警戒レベルと防災対応の整理 

（１）省略 

（２）情報の収集・伝達 

・・・省略 

各関係機関においても、HP 等の広報媒体や看板等の設置により、噴火警報の

発表及び避難勧告等の発令等、状況の理解に必要な情報提供を行うよう努め

るものとする。 

第２章 火山噴火対策編 

第２部 事前対策及び噴火時等の対応 

第８節 居住地域に影響を及ぼす噴火に至った場合（噴火警戒レベル４又は

５） 

第２項 噴火警戒レベルと防災対応の整理 

（１）省略 

（２）情報の収集・伝達 

・・・省略 

各関係機関においても、HP 等の広報媒体や看板等の設置により、噴火警報の

発表及び避難指示等の発令等、状況の理解に必要な情報提供を行うよう努め

るものとする。 

 



「雲仙岳火山防災計画」修正調書 （新旧対照表） 

 

修正事項：災害対策基本法の改定に伴う、避難情報の名称の変更 

ページ 現 行 計 画 修 正 計 画（案） 

３６ 第３部 平常時からの防災啓発と訓練 

第３節 防災訓練 

第１項 情報伝達訓練 

島原市、雲仙市及び南島原市は、雲仙岳火山防災協議会等と連携し、住民及

び登山者等、各種施設管理者及び自治会等を対象とした避難勧告または指示

等の情報伝達訓練を実施する。 

第３部 平常時からの防災啓発と訓練 

第３節 防災訓練 

第１項 情報伝達訓練 

島原市、雲仙市及び南島原市は、雲仙岳火山防災協議会等と連携し、住民及

び登山者等、各種施設管理者及び自治会等を対象とした避難指示等の情報伝

達訓練を実施する。 

 

 


